
◎著作権法の一部を改正する法律 
（令和五年五月二六日法律第三三号）   

一、 提案理由（令和五年四月五日・衆議院文部科学委員会） 

○永岡国務大臣 この度、政府から提出いたしました著作権法の一部を改正する法律案

について、その提案理由及び内容の概要を御説明申し上げます。 

 デジタル技術を活用して人々の生活を豊かにするデジタルトランスフォーメーション

の進展により、誰もが著作物を創作して公表し、利用できる時代になっております。こ

うした時代の下で、著作権制度は、社会や市場の変化に柔軟に対応し、新たなコンテン

ツを創作する好循環を実現することにより、文化芸術を始めとした我が国の発展に寄与

できるように充実を図ることが必要です。 

 この法律案は、権利保護及び適切な対価還元と利用の円滑化の両立を基本とする観点

から、未管理公表著作物等の利用に関する裁定制度の創設、立法及び行政の事務のデジ

タル化に対応した規定の整備、並びに海賊版被害等の実効的救済を図るための損害賠償

額の算定方法の見直しを行うものであります。 

 次に、この法律案の内容の概要について御説明申し上げます。 

 第一に、未管理公表著作物等の利用に関する裁定制度を創設します。具体的には、未

管理公表著作物等を利用しようとする者は、利用の可否に係る著作権者の意思が確認で

きない著作物等について、その意思を確認するための措置を取ってもその意思が確認が

できない場合に、文化庁長官の裁定を受け、かつ、補償金を供託することにより、時限

的に利用することができることとしております。 

 あわせて、本裁定制度による迅速かつ適切な著作物等の利用を可能とするため、文化

庁長官の登録を受けた機関において裁定に関する事務の一部を行うことができるように

するとともに、文化庁長官の指定を受けた機関に補償金を支払うことができるようにす

ることで、供託手続を不要としております。 

 第二に、立法及び行政の事務のデジタル化に対応するため、立法又は行政の目的のた

めに内部資料として必要となる場合及び特許に関する審査等の行政手続などのために必

要となる場合における著作物等の公衆送信等を可能としております。 

 第三に、著作権等が侵害された際に権利者の立証負担の軽減を図ることを目的として、

侵害者が販売した数量等のうち権利者の販売能力を超えるとして損害額から控除されて

いた部分について、ライセンス料に相当する額を損害額の算定基礎に加えられるように

するとともに、ライセンス料に相当する額を認定するに当たり、侵害があったことを前

提として交渉した場合に得られる額を考慮できることを明確化しております。 

 このほか、所要の規定の整備を行うこととしております。 

 以上が、この法律案の提案理由及びその内容の概要であります。 

 何とぞ、十分御審議の上、速やかに御可決くださいますようお願いいたします。 

二、衆議院文部科学委員長報告（令和五年四月一八日） 



○宮内秀樹君 ただいま議題となりました法律案につきまして、文部科学委員会におけ

る審査の経過及び結果を御報告申し上げます。 

 本案は、著作物等の公正な利用を図るとともに著作権等の適切な保護に資するための

措置を講ずるものであり、その主な内容は、次のとおりであります。 

 第一に、利用の可否に係る著作権者等の意思が確認できない著作物等の時限的な利用

に関する新たな裁定制度を創設すること、 

 第二に、立法又は行政の目的のために内部資料として必要と認められる場合に、著作

物等を公衆送信できることとすること、 

 第三に、海賊版被害等の実効的救済を図るための措置として、侵害者の売上げ等の数

量が権利者の販売等の能力を超える場合であっても、ライセンス機会喪失による損害額

の認定を可能とすること 

などであります。 

 本案は、去る四月五日本委員会に付託され、同日永岡文部科学大臣から趣旨の説明を

聴取しました。十二日に質疑に入り、十四日に質疑を終局いたしました。質疑終局後、

採決を行った結果、本案は全会一致をもって原案のとおり可決すべきものと決しました。 

 なお、本案に対し附帯決議が付されたことを申し添えます。 

 以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（令和五年四月一四日） 

政府及び関係者は、本法の施行に当たっては、次の事項について特段の配慮をすべき

である。 

一 著作物等の利用に関する新たな裁定制度は、著作権等管理事業者による集中管理が

されていない著作物等を対象としており、これらの権利者には個人で活動するクリエ

イターなどが多く含まれることを踏まえ、特に本制度の利用の契機となる著作物等の

利用の可否に係る意思表示について、幅広く丁寧な説明、周知を行うこと。 

二 新たな裁定制度の具体化に当たっては、現行の裁定制度の現状を踏まえ、手続の簡

素化に留意し、制度の利用に繋がるよう努めること。また、権利者の意思表示の確認

に係る要件について明確さを旨として定めるとともに、意思表示をしていない権利者

の権利保護が図られるよう、裁定手続を進める過程においても、意思表示を待つだけ

に留まらず、不断に権利者の探索・アプローチを進める方策に努めること。 

三 登録確認機関が行う未管理公表著作物等の使用料相当額の算出に当たっては、利用

者の負担軽減の観点から、利用者が使用料相当額を算定しやすい簡便な仕組みとする

とともに、著作物等の利用形態に応じた一般的な使用料等の相場を踏まえた適切な額

とするよう努めること。 

四 著作物等の利用に係る利便性の向上とともに、権利者への適切な対価還元を図る本

法の趣旨を踏まえ、登録確認機関の登録及び指定補償金管理機関の指定に当たり、そ

れぞれの機関が権利者及び利用者の意見を適切に反映した運営が確保されるよう留意



すること。 

五 分野横断権利情報検索システムは新たな裁定制度において権利者の探索に重要な役

割を果たすことを踏まえ、政府は、分野横断権利情報検索システムの構築に当たって、

著作権等管理事業者が保有する既存のデータベースとの連携等データベースの充実に

向けた支援を行うこと。その際には、著作権等管理事業者の負担となることのないよ

う留意すること。 

六 海賊版による著作権侵害に対する損害賠償額として認定されるライセンス料相当額

の考慮要素の明確化については、侵害行為の抑止の観点から、損害賠償額が適正な額

となるよう制度の趣旨の周知を図ること。 

七 海賊版サイトについては、運営主体の多くが海外に拠点をもっていることから、そ

の取締りに当たっては、日本国内のみならず国際的な連携・協力の強化など、海外で

の不正流通防止に向けた対策に積極的に取り組むこと。 

八 メタバースや非代替性トークン（ＮＦＴ）等、デジタルトランスフォーメーション

（ＤＸ）の進展が著作物等の創作・流通・利用を取り巻く環境に大きな影響を与えて

いることを踏まえ、著作物等の一層の利用の円滑化及びそれに伴う著作権者の権利保

護の在り方等、著作権制度の議論を加速させること。 

九 ＤＸの進展により、著作物の創作又は利用を本来の職業としない者が著作物の提供

者あるいは著作物の利用者となる機会が増えたことを踏まえ、著作権等に関する法律

知識の周知や契約実務の補助となるマニュアル等の普及に努めること。 

十 ＡＩ技術の進展により、他者の著作物を使用した創作物が容易に作成されるように

なったことを踏まえ、著作者の権利の保護に向けた取組・体制の強化を図ること。ま

た、著作権に対する意識の醸成及び教育機会の更なる充実を図ること。 

三、参議院文教科学委員長報告（令和五年五月一七日） 

○高橋克法君 ただいま議題となりました法律案につきまして、文教科学委員会におけ

る審査の経過と結果を御報告申し上げます。 

 本法律案は、立法又は行政の内部資料として必要と認められる場合等に著作物の公衆

送信等を可能とする措置、著作物の利用の可否に係る著作権者の意思が確認できない場

合の裁定制度を創設する等の措置及び著作権侵害に対する損害賠償額の算定の合理化を

図る措置について定めようとするものであります。 

 委員会におきましては、新たな裁定制度の円滑な利用に向けた工夫、本法律案による

海賊版被害の救済の実効性、ＡＩの進展を踏まえた今後の著作権制度の在り方等につい

て質疑が行われましたが、その詳細は会議録によって御承知願いたいと存じます。 

 質疑を終局し、採決の結果、本法律案は全会一致をもって原案どおり可決すべきもの

と決定いたしました。 

 なお、本法律案に対して附帯決議が付されております。 

 以上、御報告申し上げます。 



○附帯決議（令和五年五月一六日） 

政府及び関係者は、本法の施行に当たり、次の事項について特段の配慮をすべきであ

る。 

一、著作物等の利用に関する新たな裁定制度は、著作権等管理事業者による集中管理が

されていない著作物等を対象としており、これらの権利者には個人で活動するクリエ

イターなどが多く含まれることを踏まえ、特に本制度の利用の契機となる著作物等の

利用の可否に係る意思表示について、幅広く丁寧な説明、周知を行うこと。 

二、新たな裁定制度の具体化に当たっては、現行の裁定制度の現状を踏まえ、手続の簡

素化に留意し、制度の利用に繋がるよう努めること。また、権利者の意思表示の確認

に係る要件について明確さを旨として定めるとともに、意思表示をしていない権利者

の権利保護が図られるよう、裁定手続を進める過程においても、意思表示を待つだけ

に留まらず、不断に権利者の探索・アプローチを進める方策に努めること。 

三、登録確認機関が行う未管理公表著作物等の使用料相当額の算出に当たっては、利用

者の負担軽減の観点から、利用者が使用料相当額を算定しやすい簡便な仕組みとする

とともに、著作物等の利用形態に応じた一般的な使用料等の相場を踏まえた適切な額

とするよう努めること。 

四、著作物等の利用に係る利便性の向上とともに、権利者への適切な対価還元を図る本

法の趣旨を踏まえ、登録確認機関の登録及び指定補償金管理機関の指定に当たり、そ

れぞれの機関が権利者及び利用者の意見を適切に反映した運営が確保されるよう留意

すること。 

五、分野横断権利情報検索システムは新たな裁定制度において権利者の探索に重要な役

割を果たすことを踏まえ、政府は、分野横断権利情報検索システムの構築に当たって、

著作権等管理事業者が保有する既存のデータベースとの連携等データベースの充実に

向けた支援を行うこと。その際には、著作権等管理事業者の負担となることのないよ

う留意すること。 

六、海賊版による著作権侵害に対する損害賠償額として認定されるライセンス料相当額

の考慮要素の明確化については、侵害行為の抑止の観点から、損害賠償額が適正な額

となるよう制度の趣旨の周知を図ること。 

七、海賊版サイトについては、運営主体の多くが海外に拠点をもっていることから、そ

の取締りに当たっては、日本国内のみならず国際的な連携・協力の強化など、海外で

の不正流通防止に向けた対策に積極的に取り組むこと。 

八、メタバースや非代替性トークン（ＮＦＴ）等、デジタルトランスフォーメーション

（ＤＸ）の進展が著作物等の創作・流通・利用を取り巻く環境に大きな影響を与えて

いることを踏まえ、著作物等の一層の利用の円滑化及びそれに伴う著作権者の権利保

護の在り方等、著作権制度の議論を加速させること。 

九、ＤＸの進展により、著作物の創作又は利用を本来の職業としない者が著作物の提供



者あるいは著作物の利用者となる機会が増えたことを踏まえ、著作権等に関する法律

知識の周知や契約実務の補助となるマニュアル等の普及に努めること。 

十、ＡＩ技術の進展により、他者の著作物を使用した創作物が容易に作成されるように

なったことを踏まえ、著作者の権利の保護に向けた取組・体制の強化を図ること。ま

た、生成ＡＩの開発と利用が急速に進む中、その学習行為において用いられる著作物

について、著作権者の許諾が必要とされる著作権法第三十条の四における「著作権者

の利益を不当に害することとなる場合」の解釈の更なる明確化、権利者側に対価を還

元する仕組みの整備等を求める声があることを踏まえ、生成ＡＩをめぐる著作権法上

の諸課題について議論を進めること。加えて、著作権に対する意識の醸成及び教育機

会の更なる充実を図ること。 

  右決議する。 

  

 


